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１．ペットボトル・リサイクルの課題 
 PETボトルリサイクル推進協議会の調べ
によると、ペットボトルのリサイクルは、

回収率が順調に上昇しているものの、海外

への輸出が大幅に増加し、国内のリサイク

ル資源に向かうのは、実質的な回収量の半

分程度に留まっている（図１）。 
このため、リサイクルを担当する国内の

再商品化企業の多くは需給バランスの悪化

に伴う、取扱量と受託費用の落ち込みによ

る収益の悪化を余儀なくされているが、特

に使用済みペットボトルを化学分解してペ

ットボトルに再生する、環境負荷が低い先

端技術（水平リサイクル）を応用したプラ

ントへの影響が深刻で、同技術による環境

ベンチャー「ペットリバース社」は、先の

9月 30日、民事再生の手
続開始を申し立てに至っ

ている。また、同じく水

平リサイクルに取り組ん

でいる大手繊維・帝人グ

ループも廃ペットボトル

の確保困難からリサイク

ルプラントを一部休止せ

ざるを得ない状況となっ

ている。このように、ボ

トル toボトルのビジネス
モデルは、危機に瀕して

いる。 
 この方法（水平リサイ

クル）では、石油から製

造する場合に比べ、エネ

ルギー負荷が約半分に抑

えられる1。また実質的に

リユースに近く、消費者

の環境マインドに訴える

要素を抱えるなど、優れ

た特徴を抱える。一方、輸出された使用済

みペットボトルの多くは、玩具など形を変

えてリサイクルされるが（カスケードリサ

イクル）、ほとんどの場合、その後は焼却処

理に回される（図 2）。コストが安いことか
ら、経済性を追求すると、こちらに流れる

のは必然ではあるが、長い目で見た環境負

荷は相対的に高い。 
 しかし、現状では、前者の利点が十分に

消費者に伝わり、差別化されているとは言

い難いため、価格競争に巻き込まれ、苦境

                                                  
1 ラベルや流通等まで考慮すると 3/4程度とみられる。
一方カスケードリサイクルは同 1/2とみられるが、そこ
でサイクル終了する。従って、水平リサイクルは、長期

的には、資源問題はもとよりエネルギー負荷的にも優れ

た面を持つ。 
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に陥っているものとみられる。何らかの方

法で環境に優しい側面を訴えることができ

れば、国内のペットボトル・リサイクル・

システムは再び順調に回る可能性が高いの

ではないか。本稿はそのような観点から、

同システムにトレーサビリティを導入でき

ないかを検討したものである。 
 
２．トレーサビリティによる解決策 
 トレーサビリティとは、トレース（追跡）

とアビリティ（能力）の合成語である。食

品の安心安全やブランド化の観点から、原

産地や流通、農薬や加工の内容につき、情

報を蓄積し、追跡や開示ができるようにし

たものだ。もともとフランスではじまった

が、日本には、2001 年の国内 BSE 発生を
契機に導入された。その効果は著しく、導

入がアナウンスされると同時に、国産の牛

肉価格は反騰し、現在に至っても最高値を

更新しつづけている。牛肉の成功に刺激さ

れ、他の食品等でも自主的な導入が進み、

鹿児島の茶など、商業的な成功例が続出し

ている（図 3）。 
 トレーサビリティが成功を収めつつある

のは、LOHAS2のような消費者の環境志向、

安心安全志向にミートしたためである。ペ

ットボトルのリサイクルについても、その

ような流れを上手く活用することが、望ま

しいと思われる。トレーサビリティのポイ

ントは情報の記帳、開示と、認証システム

である。ペットボトルのリサイクルでも、

引き渡し情報の記録、開示と、認証システ

ムをどうリンクさせるかが、ポイントとな

る。 
 もっとも、食品の原産地表示等と異なり、

ひとひねりが必要だ。参考となりそうなの

                                                  
2 Lifestyles Of Health And Sustainability 環境に配慮
したライフスタイル、例えばスローフード  

図 ２　リサイクルの区分
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は、グリーン電力である（図 4）。東京電力
の子会社であり、全国 10電力の合意のもの
でつくられた日本自然エネルギーという会

社がグリーン電力証書を発行している。こ

の証書には、ユーザーがどれだけ風力発電

やバイオマス発電を消費したかが認証され

ている。別に、風力発電施設から電線を引

っ張る必要はない。電力はネットワークで

つながっているので、幾分割高な電力量を

払えば、同施設の電力を使ったことにしよ

うとするものだ。割高だが、環境に貢献し

ているというブランド効果をユーザーは得

ることができる。ややバーチャルだが、ユ

ーザーが発電所を選べる仕組みである。 
 ペットボトルでもこれに似た仕組みを採

用できないだろうか。日本容器包装リサイ

クル協会が認証機関となり、市町村の搬出

量に応じ、再商品化の際に地理（原産地）

表示許可を与えたら如何だろうか（図 5）。
例えば世田谷区で回収した量に相当する再

生ペットボトルは、世田谷の原料を使った

ペットボトルとして、表示を可能とするの

である。要するにペットボトルの再生につ

いても、原料の地域を選べる仕組みである。 
 食品トレーサビリティのように、再生ペ

ットボトルの原産地を表示することができ

れば、環境志向の消費者に、大きくアピー

ルすると思われる3。環境問題の解決には、

消費者に、リサイクルのコストなど、環境

情報を正しく伝えることが望ましいが、そ

の第一歩と位置づけることもできよう。 
食品は、ますます地域商品化する。すで

に地域色の強いスーパーでは、店頭回収原

料を中心に再生資源を有効活用した独自ブ

                                                  
3 効果が大きい例としてペットボトルを掲げたが別商品
でも有効だろう 

図３ 食品トレーサビリティ

• トレース（追跡）＋アビリティ（能力）
– 黒豚、黒牛、黒酢、焼酎、茶、ウナギ

トレーサビリティの仕組みと狙い

図 3 食品トレーサビリティ 
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ランド商品を展開している。これは、その

ような流れの延長線上にあるアイデアだ。

ペットボトルを店頭回収しているスーパー

が、飲料等の原産地表示と同時に、容器の

原産地表示も行えば4、相乗効果が期待でき

よう。 
ある程度評判が確立し、ブランド化が進

めば、入札にそれを反映し、その分のフィ

ーは、自治体等に還元するシステムも視野

に入るかも知れない。フィーがなくとも、

名前が表示されることは、それだけでシス

テムに協力する動機づけになる。これは、

食品のトレーサビリティで実証されている。

要は「輸出ではなく、国内リサイクルを選

ぶインセンティブをどう与えるか」が問題

解決の鍵である。トレーサビリティはその

重要な選択肢と思われる。 
 

                                                  
4 グリーン電力と同様、直接のリンクは必要ない 

３．補足：ペットボトルを巡る誤解 
 ペットボトルのリサイクル問題を解決す

るために、消費者の認識を、トレーサビリ

ティを通じて変化させることを検討してみ

た。トレーサビリティは、一般に、情報の

非対称性の解決に寄与する。供給者と消費

者のコミュニケーションに役立つツールだ。 
 ところで、ペットボトルに関しては、情

報の非対称性が大きく、環境に悪いとの印

象が消費者に根強い。燃やすとダイオキシ

ンがでるのではないか、使い捨てで、リタ

ーナブルな瓶に比べ、ゴミを増やすだけで

はないか、とかである。このようなイメー

ジが一部で根強いのは、どんなプラスチッ

クでも燃やすとダイオキシンが出ると思わ

れていたり、1997年に容器包装リサイクル
法が施行される以前は、ほとんどリサイク

ルには回らなかったりしたことによるもの

とみられる。 
 しかし、状況は大きく改善された。もと

図 ４　　グリーン電力証書システム

 ④実績の認証
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※電力供給に関する電力会社との契約とは切り離して、自然エネルギー発電の実施のみを日本自然エネルギー株式会社に委託します。
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もと PET 樹脂からはダイオキシンが発生
しないが、焼却施設等に関するダイオキシ

ン対策も進んだし、リサイクル率は世界最

高の水準（約 6割、米国 2割、欧州 3割：
図 6）に達している。アルミ缶やスチール
缶のリサイクル率は 8 割程度と言われてい
るので、それすら視野に入りつつある。無

論、理想を言えばきりはないが、状況が大

きく改善されてきたことは、もう少し認識

されてもいいように思える。トレーサビリ

ティには、ペットボトルのリサイクル・シ

ステム全体の認識を変える期待も、もてそ

うである。 
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図 5 ペットボトル・トレーサビリティ・システム案 

①市町村は容リ協に納入した分量に従い地域認証を受けて実績を公表できる 
②容リ協は商品に印字する際の通し番号等を管理する 
③店頭では飲料商品ラベル等に原産地を印字表示できる 
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図 6 日米欧ペットボトル・リサイクル 

 
（出典）PETボトルリサイクル推進協議会 
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